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田口 鉄久1 
 
要旨 
本研究は幼保連携型認定こども園への移行をめぐって該当園はどのような対応をとっ
たのか聞き取り調査を行い、成果と課題を整理して今後の保育の充実につなげることを目
的とする。 
平成 28 年 5 月と 8 月、三重県内にある移行タイプが異なる幼保連携型認定こども園 5 園
に聞き取り調査を行った。その結果をまとめ考察すると以下の点が明らかになった。 
幼保連携型認定こども園への移行準備段階においては保護者･地域の人々に理解を求め
ることの重要性が指摘された。保護者会、地域説明会をもち、丁寧に説明する必要がある。
園児の育ちについては、特に 3 歳児に良い影響があることがわかる。園で生活経験のある
幼児の姿から新入園児が影響を受けて、食事が意欲的になる、排泄の自立が進むなどの効
果が見られる。4･5 歳児が乳児に関わり優しさを示す姿もあった。課題は 4･5 月の 3 歳児
への対応である。14 時前後に降園する 1 号認定児と、保育の継続する 2 号認定児の心理的
不安を解消する工夫が求められる。今後は保育の質向上への取り組みが課題である。 
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１.研究の背景 
1.1. 認定こども園について 
 認定こども園は幼稚園と保育所の両方の機能を併せもち、地域の子育て支援も行う総合
的な施設である。学校教育のための施設でもあり、児童福祉のための施設でもある。認定
こども園は保護者の就労状況に関らず入園が可能であり、1 号認定･2 号認定の幼児は午前
を中心に同じ保育室で教育･保育を受ける。その教育･保育の内容等については「幼保連携
型認定こども園教育･保育要領」で示されている。この要領は平成 29 年 3 月に内閣府が文
部科学省･厚生労働省と連携して示したものである。その内容は、保育所保育指針及び幼稚
園教育要領の内容を含んだ上で、認定こども園を利用する多様な子ども･保護者に対する
配慮なども加えた記述がなされている。 
認定こども園には幼保連携型、幼稚園型、保育所型、地方裁量型の 4 類型があるが、こ
                                                   
1 こども教育学部こども教育学科  
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こでは全体のおおよそ 7 割を占める幼保連携型認定こども園の保育について考える。 
1.2. 認定こども園設置に至った背景 
1945 年（昭和 20 年）以降、新たな国の制度を検討する中で保育一元化の論議が行われ
たものの、児童福祉施設としての保育所の役割と、学校教育機関としての幼稚園の役割は
異なるとして、以後それぞれ発展をとげてきた。1970 年代（昭和 45 年）から一部の園で
幼保一元化に向けた実践的な取り組みが行われるようになった。その流れは緩やかに広が
りを見せ始めた。保育所と幼稚園の役割も徐々に近づいていく中で、1998 年（平成 10 年）
に「幼稚園と保育所の施設共用等に関する指針」が出た。幼稚園と保育所を同一敷地に置
き、園庭･遊戯室等を共用する一体化園が誕生するようになった。2006 年（平成 18 年）に
（旧）認定こども園が発足したものの、当初は保育所と幼稚園の制度上の制約があり、園
運営面での煩雑さがあった。2015 年（平成 27 年）子ども･子育て支援制度がスタートする
中で、新たな制度･基準に基づいた認定こども園の運営が本格的に行われるようになった。
近年は幼稚園･保育所から認定こども園へ移行する施設が増加傾向にある。  
 
1.3. 認定こども園の現状 
1.3.1. 全国の状況 
 2016 年度（平成 28 年度）の保育所数は 26,237 園（幼保連携型認定こども園も含んだ
数）、幼稚園数は 11,252 園となっている。就学前教育･保育施設の 1 割以上が認定こども
園である（表 1）。 
         （表 1） 全国の認定こども園数（内閣府発表） 
 
 
 
1.3.2. 三重県の状況 
 三重県は全国的に見ても移行ペースはきわめてゆっくりしている。2017 年度（平成 29
年度）の三重県の認定こども園数は 27 施設（うち 21 施設が幼保連携型）で、全国最少で
ある。その理由は明確ではないが、幼稚園と保育所、公立と私立の住み分けが行われ調和
が取れていること、待機児童の発生は一部地域に限られること、大きな変化をあえて求め
ず社会の動きに委ねようとする傾向があるのではないかと思われる（表 2）。 
       （表 2） 三重県の認定こども園数（三重県子ども家庭局） 
 
 
 
1.4. 三重県における認定こども園への移行動機 
 近年三重県においても認定こども園への移行が始まっている背景には大きく二つの理由
年度 平成 26 平成 27 平成 28 平成 29 
認定こども園数 1,359 2,836 4,001 5,081 
年度 平成 26 平成 27 平成 28 平成 29 
認定こども園数 5 8 17 27 
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があると考える。①保育を必要とする子ども（家庭）の増加傾向、②少子化等の影響によ
る幼稚園児の減少に伴う園運営の先行き不安傾向である。①については、保育士確保に努
め、定員増を図り、新たな制度の中で小規模保育事業を展開するなどの対応をとる。しか
しながらなお保育需要は増加傾向にある。そこで②園児減少傾向にある私立幼稚園が保育
需要に応え、経営を安定させるために施設改修･職員補充をして幼保連携型認定こども園
へ移行するケースが増えている。また、公立園においては、幼稚園と保育所の隣接地域、
将来の一体化を見込んだ合築（施設共用）、人口減少地域における統合、施設老朽化･安全
対策としての移設･改修等、条件の許すところから移行を行う動きがある。 
 
1.5. 課題意識 
 2 件の先行研究について記す。一つは高橋健介ら（2017）による「認定こども園におけ
る保育形態と保育の質」を論じたものである１）。私立幼稚園から幼保連携型認定こども園
へ移行した 2 園の保育の様子、職員の研修･勤務体制、保護者の保育参加等について具体
的に述べている。仮に X 園と Y 園とする。X 園は午前の保育を 3･4･5 歳児学年別各 3 ク
ラスで、午後の保育は 3･4･5 歳児の異年齢 5 クラス編成で行う。異年齢保育では遊びの伝
承を重視する様子を紹介している。保育の充実を目指す保育教諭の取り組みとしては学年
別担当者の保育記録の時間、翌日の保育準備･環境構成の時間を確保する配慮をしている。
一方で、午後の異年齢保育担当者については保育が始まる前に 25 分間のミーティングを
行い保育充実につなげている。このように職員の担当･役割を明確に分けることによって
運営がスムーズに行われる。また、保護者の園への関わりについても、一斉ではなく、保
護者の可能な日時に園･地域･子どものためになる活動を選択する方法をとって相互理解を
図る工夫をしている。Y 園は、午前をクラスで安定して子どもの学びを得る「おひさまの
時間」、午後を地域社会で生活しているようにゆったり過ごす「ゆうやけの時間」として、
保育に特色を持たせることを紹介している。職員は「おひさま」「ゆうやけ」担当を固定さ
せた体制のため、子どもとの関係性、カンファレンス等の時間の確保などを安定的に行う
ことができるとしている。  
 二つ目の調査研究の紹介は特定非営利活動法人「全国認定こども園協会」（2016）が吉田
正幸の監修の下でまとめた「認定こども園の未来～保育の新たな地平へ～」に収録された
内容である２）。全国 23 の認定こども園からの報告が中心である。そこで、認定こども園を
めざした理由、運営体制･保育の特徴、研修のあり方等について述べ、それぞれについて研
究者･専門家によるコメントを付している。また全体を通して A．教育･保育活動を汐見稔
幸が、B．家庭･地域との連携を含む子育て支援を網野武博が、C．研修･研究体制を秋田喜
代美が、D．職員配置と物的環境の整備を無藤隆がまとめている。両文献で認定こども園
の現状はかなり明確になっているが、三重県は含まれていない。そこで三重県の現状と課
題を明らかにすることが本研究の目的でもある。  
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２.研究の方法 
 平成 28 年 5 月に 2 園、8 月に 3 園、幼保連携型認定こども園で聞き取り調査を行った。
いずれも園を訪問して園長（理事長、副園長同席の場合もあり）から 30 分～2 時間、懇談
形式で聞き取りを行った 1）。園はどのようなメリットを求めて幼保連携型認定こども園に
移行したのか、また移行にあたっての課題は何であって、どのように乗り越えたのか、移
行当初の保育･園運営にどのような工夫を行ったか、今後の課題･改善点は何か、聞き取り
調査の結果に基づいて検討を加える。園の特定を避けるために園名は A～E で表す。 
 
３．聞き取り調査の結果 
3.1.1. 移行ケース 
 今回調査を行った 5 園はそれぞれに代表的な移行ケースの園と考えることができる（表
3）。別途平成 29 年度現在の三重県内の類型数をあげた。  
    (表 3)   幼保連携型認定こども園への移行類型と園数（県発表を元に筆者作成） 
園名 幼保連携型認定こども園への移行類型 園数(H29 現在) 
A 公立幼稚園･保育所の合築園からの移行 1 
B 私立幼稚園に保育所部門を新設して移行 5 
C 私立幼稚園に公立保育所を（閉園･委託）して移行 1 
D 私立保育所からの移行 9 
E 公立幼稚園の複数統合に保育所機能を加えて新設移行 1 
※ 上記以外に「近接幼保の統合による新設もしくは一方への改修移行」がある（4 園）。 
3.1.2. 移行ケースの考察 
 A 園の場合は当初から一体化園を念頭に、園庭･遊戯室 (ホール)･職員室等を共用する計
画にしている。これは 1998 年（平成 10 年）「幼稚園と保育所の施設共用等に関する指針」
が文部･厚生両省局長通知として出されたことを契機に、小規模園を統合し一体化園にし
て財政状況を良くするためであった。このケースは当然のことながら移行そのものの条件
は整っていると考えることができる。  
 B・C 園においては私立幼稚園として運営してきたが、少子化による園児の減少、保育
ニーズの高まりに対応するためである。新制度では学校法人であっても保育所 (児童福祉施
設)を開設することは可能になっている。施設改修もしくは新規用地の取得と施設建設等の
困難さはあるが、園児数の回復・増加により経営状況は好転する場合が多い。今後は C 園
のように民間委託の動きも伴った移行が出てくる可能性は高い。  
 D 園のように私立保育所から移行する場合は、1 号認定幼児の受け入れ定数を少なく設
定するため、特に施設改修等の必要性は生じない。各年齢 5 人程度のところが多い。理由
は保護者の就労状況等の変化による 1号⇔2号幼児の移動を可能とするための措置である。
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他にも近隣地域であるから通園が便利、子育て支援事業に参加していて慣れ親しんだ園だ
からといった理由で入園するケースもある。また、人数を限定することによって私立幼稚
園等との折り合いを付けることにもなる。  
 E 園、あるいは欄外に示したような統合園は今後増加すると思われる。2 年保育が主流
の公立幼稚園では近年園児減少が顕著になっている。1 号認定児の 3 年保育導入と併せて
幼保連携型認定こども園へ移行することで広域の総合施設として教育･保育の充実と運営
の効率化を図ろうとするねらいがある。  
 
3.2.1. 移行に向けた取り組み 
 移行を固めた園において、どのような取り組みを行ったか、園･保護者･行政等に分類し
て内容を（表 4）に示す。聞き取った内容は「園長･保育者･園児等」の項で園としてどの
ように移行に向けた準備を行ったか、「保護者･地域」の項で保護者･地域に対してどのよう
な取り組みを行ったか、「行政等」の項で行政等との間では何が必要であったか、の 3 分野
に分けて記述した。左の欄は園である。 
        （表 4）  移行に向けた準備等について 
園名 園長･保育者･園児等 保護者･地域 行政等 
A ・幼稚園･保育所合同の行事、幼児
の合同活動、給食等共同で行うこ
とを増やした。 
・幼稚園と保育園の行事の比較検
討をした。 
・認定こども園スタートに向けて、
新たな園のしおり作り、保護者会
総会に向けて、1 号、2 号､3 号子ど
もそれぞれに合わせた連絡文の作
成など、準備にあたった。 
・移行に先立つ 2 年間、園長は幼保
兼務として、両園統合のための統
率力を発揮した。 
・幼保の職員の考えは異なってい
た。移行に先立って意思疎通、相互
理解を図るために幼稚園教員、保
育士が相互に保育体験をした。合
築園のため実施しやすい環境にあ
・保幼共通カリキュラム、小学校との
接続カリキュラム･連携計画を保護者
へ示し、幼保同じ教育で進めていくこ
との理解を得た。 
・PTA と保護者会の統合にあたり、移
行前の早い時期から幼保合同役員会
（検討会議）を開き、会則･予算等の検
討、新役員候補の内定、PTA 連合会脱
退の調整（単一組織になるため）を行
い、保護者および関係団体の理解が得
られることに努めた。 
・保護者会と PTA とでは意見の違いが
大きく、運動会も一緒にしたくないと
いう意見もあった。 
・移行に先立って会議、保護者に対す
る説明会等を 20 回以上行った。保育
時間、月刊絵本購入、保育室配置がど
うなるのか、幼稚園の預かり保育、遠
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った。 方幼児の通園バスがどうなるのか、丁
寧に説明すると共に異議を唱える保
護者への理解に努めた。 
B  ・2 歳児保護者から私立の PTA 組織に位置づ
く。（0･1 歳児は無所属） 
・移行にあたっての不安は出なかった。説明会
を開いた。利用者負担の減額、従来の保育･教
育の継続を伝えた。 
・初の認定こども園だった
が、順調に行えた。 
・申請･認可の書類は確か
に大変だったが、やむを得
ない。 
C ・保護者・教員に対する説明がう
まくいくかが問題 
・平成 22 年夏にやっと協議がで
きた。23 年度に正式に着工でき
た。平成 23 年 4 月に内示、5 月に
設計入札、8 月に建設入札、平成
24 年 3 月に完成、同 4 月開園 
・移行前 50 名程度であった園児
は平成 24 年 103 名、平成 25 年
143 名、平成 26 年 167 名、平成
27 年 177 名、と増加した。 
・保護者へは施
設型給付になり
所得に応じた保
育料になること
の説明会を行っ
た。（就園奨励費
は該当しなくな
る）。 
 
・幼稚園児が少なくなってきていた。
市から近隣保育園児の受け入れを打
診された。認定こども園（旧制度）に
なるために、乳児保育ができる施設設
備を整えた。 
・申請そのものも難しかった。（市が窓
口だったが、前例が無いため明確な回
答は無かった。県も同様であった。直
接厚労省へたずねることもあった。 
・27 年度から事務、会計が一本化さ
れ、楽になった。 
D ・別に法人本部を置き、
業務、財務を統括する。園
としては実質的な収支を
行う。 
・保護者に対して何が変わるか、保育料の
納め方が変更になることの説明を行った。 
・保育内容は変ることはないと伝えた。１
号⇔２号の変更を同一園で行えることは好
感をもって受け止められた。 
・審査書類を整える
のは法人内保育園
複数同時移行であ
ったため大変だっ
た。 
E ・週･月案をもとに年間計画を作成した。 
・施設設計（例:トイレ）の検討に加わった。 
・園を閉じることと、新たに認定こども園
を開設することを併せて進めることにな
り、大変であった。 
・3･4･5 歳は 1 クラスから 2 クラスになる
ための準備が必要であった。備品等の設置
計画も想像を働かせて行った。 
・低年齢のことは保育園の先生から聞きな
がら進めた。準備の備品（エプロン、かば
・60 人程度の幼稚園と休園中
の幼稚園を統合し、他地区へ
行っていた保育園児を受け入
れる施設として平成 27年度新
制度スタートにあわせ、200 人
規模の認定こども園を新しい
地に設置することになった。 
・平成 25･26 年度に説明会を
行った。 
・地域の人に支えられてきた
・設置への準備
は 該 当 地 区 幼
稚 園 長 と 町 役
場の担当者（保
育者）と相談し
て共に行った。 
・運営について
は 事 前 の 検 討
は あ ま り で き
なかった。 
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ん、ごちそう、牛乳パックのトラック、扇
風機カバーなど）は他園の先生の協力を得
て制作した。 
園であったため、閉園を惜し
む声もあり閉じる取り組みも
丁寧に行った。 
 
 
3.2.2. 移行に向けた取り組みの考察 
①行政上の手続き  
 公立園は行政担当者によって移行手続きが進められるが、私立（法人）の場合は自ら県
の担当部署との調整のうえで申請手続きをとる必要がある。国が進める事業であるため、
行政においても丁寧な支援は行われるものの、新制度であるがゆえ事例も少なく、不明な
点があり手続きには苦労があった。 
②保護者理解  
 最も重要な課題になる。保護者としては移行に伴って園運営、保育内容等がどのように
変化するのかを見通すことができない。応益負担が原則であった従来の幼稚園保育料が保
育所の保育料の考え方と同じ応能負担となることによる 1 号認定の幼児に対する説明と理
解が必要になる。公立の場合、多くは現行の幼稚園保育料より高くなる（経過措置をとる
自治体もある）。一方私立幼稚園からの移行は施設型給付が行われることもあり、保育料が
軽減されるケースが多い。  
 また、保育時間の異なる園児が同一の保育を受けるため、降園時間の違いによって園児
の生活や遊び、さらには心理状況に混乱やマイナスの影響が生じないかについても不安を
示す場合がある。園での工夫･配慮を説明することによって理解を得ようとしている。 
 園の教育･保育のあり方、行事の持ち方等に対する保護者の意見も強く反映される。幼稚
園側の保護者は教育の質の確保、親子で行う行事の重視を求め、保育所側の保護者は子ど
もの安定した園生活への期待、働く保護者への配慮を求める意見が出る。園として共通の
カリキュラムを示すこと、幼保それぞれの保護者会（又は委員会）で細かな問題も含めて、
今後の園運営のあり方を示し、調整し合う必要がある。  
③職員理解 
 長く保育所･幼稚園で保育を行ってきた保育者にはそれぞれの保育観･幼児教育観が培わ
れている。両者の学び合いに向けた気持ちが必要になる。そのために、A 園が行ったよう
な相互の保育体験を通した実践の学びが効果的である。 
④子どもの交流  
 移行を見据えて、合同保育･交流保育を計画的に行うことで幼保の子ども相互のつなが
りが生まれる。このつながりが移行後の子どもの生活の安定をもたらす。また、保育者に
とっても交流･合同保育を行うことによって、移行後の保育のあり方を見通すことになる。 
⑤園長等の調整力･指導力 
 長く続いた幼保二元制度が大きな変化を迎える時であるため、移行については様々な課
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題が生じる。そこで必要になるのは、子どもの教育･保育の充実、保護者の願いの実現、保
育者の協働、行政･地域との連携等を創りだすための管理者としての役割である。調査から
は粘り強く調整をして理解につなげる力、申請等にかかる業務を取り仕切る力、スタート
のための準備を細やかに行う指導力等が求められている。  
 
3.3.1.幼保連携型認定こども園のスタート 
 幼保連携型認定こども園がスタートすると同時に予期しない様々な課題が派生する。そ
れぞれの園でどのような状況があったのか、以下に記す（表 5）。 
 
（表 5） 認定こども園スタート時点における状況 
園名 園長･保育者･園児等 保護者･地域等 行政等 
A ・3 歳児の 1 号認定児が降園すると 2 号認定児が午前中我
慢をしていた分、保護者に甘える姿がみられる。 
・1 号認定児が降園するときには 2 号認定児は別保育室へ
移りカーテンを引き、皆での活動（絵本、遊び等）を行う。
相互に安定して過ごせるようにしている。 
・2 号認定児の影響を受けて、1 号認定児の給食の残量が少
ない。保護者も意識してか、オムツをしていた園児が早々に
オムツをはずすことができた。 
・2 歳児を 5 歳児の隣の部屋に配置したため、年長児がよく
面倒を見るようになり、優しい姿が見られるようになった。 
・一クラスに複数の保育教諭を配置した。 
・発表会は従来保育園では行っていなかったが、実施する
こととした。 
・研修、打ち合わせは非常勤の保育教諭に子どもをみても
らい、担当保育教諭等で行う。時間外に行うこともある。 
・従来の幼稚園
教 育 の 維 持 を
強 く 要 望 し て
い た 保 護 者 も
次 第 に 理 解 が
進み、協力的に
すらなった。 
・保護者会（全
体）は行事や参
観 の 日 に 合 わ
せ て 行 う よ う
にした。 
 
・1 号認定児
の預り（リフ
レッシュも含
む）は費用が
必要になる。
（ 14:00 ～
16:15、￥300
／ｈ、3 回／
W、おやつが出
る、定員 12
人、ただし移
行措置中） 
 
B ・幼稚園の時間帯は一人の担
任で保育を行う（専任）が、そ
の後の時間帯は 2 号認定児と
1 号認定児の預かりの保育に
なり別途専任を置く。（幼児教
育の重視） 
・1 号認定児の場合例えば夏
休みなど、家庭にいることを
・幼稚園型の預かり保育の希望が
多い。月額、8,000 円（午後のみ
6,000 円）で利用（137 人中利用
児 32 人）、助成も多い。 
・利用者負担は減じた。給食費も
安くなっている。 
・以前から預かり保育を行ってい
たので、大きな変化は感じない。
・市の委託事業という型
のため、経営は楽になっ
た。 
・従来の文部科学省所管
の場合は運営費の 1/3 程
度だったが、新制度では
基準に合わせて助成され
る施設型給付のため経営
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楽しむ子もいれば、皆と一緒
に遊べないことを寂しがる子
もいる。 
・終業式というカタチをとら
なくて「ニコニコまたね会」と
している。 
1号･2号の子どもを分けて保育し
てほしいという声がある。 
・保護者同士のコミュニケーショ
ンはとりにくい。従来からの幼稚
園の保護者の声が厳しい。 
は楽になった。 
・0･1･2 歳児の保育は新
設別棟保育施設で行う。
保育経験者も多く配置で
きた。 
C ・毎月給付金が入るため、運営が大
変楽になった。以前幼稚園のとき
は年 3 回に分けて入金があったた
め、予算がつかめなかった。 
・毎年投資ができるようになった。
必要施設を充実してきた。 
・賃金状況も良くした。教員も増え
たのでシフトも楽にできるように
なった。 
・毎日園児の姿･活動を写真にとっ
て掲示板に出している。保護者に
保育を理解してもらえる。子ども
が第一という考えで対応する。 
・認定こども園になって 2･3 年も
すれば落ち着いた状態になる。 
・保育料の 22,100 円
は保護者の負担であ
るが、別に施設型給付
として園へ支給され
る。 
・0･1･2 からの連続し
た教育を行っていく
（保護者理解を得る
努力をしている）。 
・保護者の中には早
く帰る幼児と残る幼
児の関係を気にする
人もいるが、説明する
ことによって解決で
きている。 
・私立幼稚園協会、私立学校共
済に加盟 
・書類等は市役所へ提出 
・入園手続きは市が行い、1・2・
3 号の認定を受ける。 
・保育料は市の定める住民税を
基準とした額で、園で徴収す
る。（園の口座へ振り込む） 
・ 1 号で 16,700 円が多い、
23,000 円もある。別途給食費等
必要、月々の保育料が安くなっ
たと感じてもらっている。 
・幼保連携型になるほうが良
い。1 号認定への補助金は結構
多い。 
D ・１号定員 9 名（3 歳 3 名、4 歳 3 名、5 歳 3
名）現行 5 名（3 歳 3 名、4 歳 2 名、5 歳 0）に
ついては、現行の施設設備の場合、この程度と
の判断。 
・本来ならば 5･5･5 ぐらいが運営的には良い
だろうが、異年齢クラスのボリュームから考え
て厳しくなる。移行という緊急的な対応として
の意味合いもある（私学との関係、学校法人で
はないこと）。同時に認定こども園になった他
の園では、私学に影響の少ないところでは 5･
5･5 にした。また規模の小さな園では少なく設
定した。 
・先生の研修については認定こども園協会の
・保護者会はない。 
・一時保育の利用児
を 1 号認定児として
受け入れることにつ
ながった。また、子育
て支援利用者を 1 号
認定児として受け入
れることにつながっ
た。このことは地域の
園として運営すると
いう考えにつながる。
園は地域に根ざす考
え方が重要ではない
・利用料の管理は各
園で行う。園の口座
を開設、パソコン管
理 
・短時間（ 10 人程
度）、標準時間の違
いによって、８時ま
での延長保育利用、
預かり保育料、また
認定の変更もあっ
て、各月で金額が変
わり、会計処理が複
雑である。 
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研修にも参加、教育委員会関連の研修案内も来
るので、選択肢が増えた。 
か。 
 
 
E ・平成 27 年度は 160 人台、平成 28 年
度は 200 人になった。 
・4 月 8 日入園式、40 人＋120 人の園
児、新しい職員でスタート、不足のも
のが多く買い物に走った。食物アレル
ギーの子どもの把握は 4 月当初気を遣
った。 
・3 歳児の場合、当初 1 号は 11 時降園
の短縮保育で、2 号は給食、午睡、3 時
のおやつがある。3 歳児にはこの流れ
が理解できないことがある。 
・帰りの前の集まりは 2 時前に行う。 
・保育園のときは午睡時を利用して研
修ができたが現在は困難、3･4･5 歳の
場合 3 時から、4 時から担任が集まっ
て行うこともある。昼食時に担任だけ
集まって伝えることもある（子どもは
他の先生に委ねる）。 
・月 1 回の職員会を 4 時半から行う。 
・夕涼み会などの行事実施に
当たっては、アンケートをと
るなど保護者の理解を得る必
要があった。 
・ＰＴＡを組織した。役員を決
めるのに立候補を募ったとこ
ろ 2 歳～5 歳まで各 2 人、計
14 人が出てもらえた。（主に園
内組織として活動） 
・遠足のもちかた（保護者も同
伴可か？）などについてはア
ンケートをとって検討した。 
・カリキュラムの見直しを行
っている。 
・就労状況が変化しても 1 号
⇔2 号の移動がスムーズにで
きる。就労に関しては安心 
・1 号児の預かりも多い。夏期
休業でも預かる（16:30 まで）。 
・幼･保の園長会（8
園）は一緒に行う。 
・要録はこども園要
録に統合している
（別途保育所の記
録あり）。 
・移行後学年カラー
を統一する計画が
進んでいる。 
・子育て支援センタ
ーも併設している。 
 
 
3.3.2.幼保連携型認定こども園のスタートの考察 
①子どもの姿  
3 歳児の場合、特にクラススタート当初において 1 号認定児の降園時における 2 号認定
児への配慮が必要になる。仲間とのお別れをした後別室へ移動し、別途担当の保育教諭に
よる活動支援へつなぐ体制作りが必要である。4･5 歳児になれば現実を受け止める力も育
ち、このような場合でも不安を示すことはない。  
幼児相互の学び合いがあることが今回示された。それは食への意欲、生活の自立、異年
齢のつながりなどに表れている。  
また、保育時間の違い、長期休業の有無によって異なる生活をする幼児が互いに交流す
ることによって現実を受け止めた広い関係性を築いていることも推察できた。  
②保護者の関心  
 実際の保育が始まる中で園の工夫もあり、保護者の理解は進み大きな混乱は生じていな
い。随時アンケートをとるなどして保護者に意見を求め、改善に努めることによって地域
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の教育･保育･子育て支援を果たすことにつながっている。就労状況の変化によって、子ど
もは園を移らなくてもよいことは該当の子ども･保護者の安心につながっている。  
③保育教諭について  
 研修･打ち合わせ･翌日の準備等の時間確保のための工夫が求められる。クラス担任とし
ての役割が果たせる時間配分や補助担当者（保育教諭）の配置等を行い保育の質の確保を
図る必要がある。  
④園経営の観点から  
 私立幼稚園から移行した場合は経営の安定度が高まる。その結果、遊具･施設･設備の充
実、保育教諭の労働状況の改善、専門性向上のための研修充実につながっている。  
 
3.4. 課題･改善点 
 2015 年（平成 27 年）4 月、認定こども園法が大幅に改正された。同時に本格的施行と
なった子ども子育て支援法に基づいて保育所･幼稚園から認定こども園への移行促進が始
まり、2017 年度（平成 29 年度）中間年を迎えた。今後一層移行が進むと思われるが、課
題も多い。聞き取り調査では以下の課題が指摘された（表 6）。 
 
（表 6）移行した認定こども園としての課題･改善点 
園名 ①園長･保育者･園児等 ②保護者･地域 ③行政等 
A ・園児が安心感をもって生活できるよ
うに、心の動きを受けとめた細やかな配
慮が必要になる。 
・4 歳児･5 歳児のつながりを深めたい。 
・非常勤職員も含めて職員への感謝の
気持ちと、心配りと目配り、気配りをし
ていくことで保育へのモチベーション
（保育の質）を今以上にあげていく。 
・地域の方が、認定こど
も園へ移行したことを知
ってみえないので、各自
治会を回って アピール
していく必要がある。 
・何事もひとつひとつ丁
寧にすすめ、理解される
ように努力が必要。 
 
B ・将来のことを考えると「教育の
質」であろう。 
・3･4･5 歳児の教育･保育は従来と
変わりない。ただシフトの問題、土
曜保育担当の場合などもあり、今
までにない働き方に不安･疑問を
もつ職員もいる。 
・PTA 活動に対する保護者の
思いが 1 号と 2 号で異なる。
子どもとの絆をもっと大切
にしてほしい。もう少し子ど
ものことを考えてほしい。 
・PTA 活動は平日実施が困難
なため、土・日に実施する。 
・親の就労を期待する
国の施策は考えもので
ある。 
・広域入園（例：隣接市）
の場合保護者負担額が
異 な り 平 等 性 に 欠 け
る。 
C ・県内保育所の認定こども園化の動き  ・平成 29 年度から子育て支援の
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は幼稚園に比べて少ない。 
・1 号 60 定員（超えて受け入れること
はできない）、2号 60人、3 号 43人（120％
まで可、ただし 2 年続けてオーバーした
場合定員を上げること）になっている。
現在 10 名ほど入れない状況もある。今
後定員の柔軟的受け入れを可能とする
ようになるといい。 
場を作るため、敷地を近隣に入手
して建築中である。そこに事務所
も設ける。 
・保育園も経営を考える場合、認
定こども園になるべきでではな
いか（経営戦略があるべき）、他県
では多くの保育園が、認定こども
園に移っている。 
D ・1 号認定児募集の流れはできてきた。多か
った場合の対応はどうするか。弾力的運用が
抑えられているので、今後認可定員の問題が
大きくなると考える。 
・0 歳児から教育はある。日本の将来のため
に保育料の無償化は 0歳からでも良いのでは
ないか（5 歳児の義務教育化、保育料の軽減
に関して）。 
 ・県で行う認定こども園の認
定審査が 3 月に行われていて
は、園児募集ができない。早め
て欲しい。 
・公立は審査を受けなくても
良いことになっているが、新
規参入でない法人園も同様に
考えて欲しい。 
E  長い時間預けてしまう保護者が出てくる。 
早く働いて子どもを長い時間預けたいと考
える保護者もいる（子がいないのが嬉しい
という思いになると困る）。 
平成 29 年度から階層別
保育料導入の動きがあ
る。 
 
４．考察 
①保育の質向上  
 認定こども園への移行というハード面のクリアと同時に求められるものは、今までと同
様に保育の質の向上である。この認識は園管理者も理解している。未満児の発達、保健･衛
生への実践的知識・技能をもつ保育所経験の保育教諭と、幼児教育の研修と技術を深めて
きた幼稚園教育経験の保育教諭相互が、園の子どもの教育･保育について協働することを
通して、新たな保育創造につながることを期待したい。  
②保護者の子育てについて  
 保護者の就労への支え、子育て支援の役割を担って認定こども園が誕生している。しか
しながら園によっては、保護者が安易に園へ子育てを委ねてしまうことへの懸念を持つこ
とが示されている。1 号認定児の預かり保育の常態化や 3 号認定児の増加傾向は、国の施
策とはいえ保護者の子育ての喜びを実感することや、子どもとの関係性構築機会を奪うこ
とにつながらないか、検討が必要なことを指摘している。各市町が立てた子ども･子育て支
援事業計画に盛り込んだ“社会（地域の支え、企業･事業所の働き方改革を含んだ）子育て
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支援”の考えが必要なことを訴えている。  
 
4.1. 認定こども園が果たす役割 
 聞き取り調査の結果を踏まえて、認定こども園が子ども･保護者･保育教諭･地域の子育
て家庭にどのような役割を果たすことになるのか、期待を込めて以下に記述する。  
 
4.1.1. 子どもの学びから 
①多様で幅広い年齢の子どもが触れあい心の育ちが豊かになる。  
 幼稚園の場合、園児は 3 歳から就学までと限定されるが、認定こども園には 0 歳から就
学までの子どもが集う。小さな子への思いやり、優しさを培う場となる。  
仕事に出る保護者、家庭で家事･育児にあたる保護者･･･子どもはそれぞれに多様な生活
があることも受け入れていく。  
②気の合う仲間同士で楽しい遊びが展開される。  
 小規模化した複数の園が統合して認定こども園になることによって、一定数の子どもが
集うことになり、適切な規模の集団としての保育が行われ、子どもの発想が生かされた多
様な遊びが随所で展開することが期待できる。  
 
4.1.2. 保育教諭の学びから 
①子どもの育ちのプロセスを理解した保育ができる。  
 0 歳児から 5 歳児まで集う園となり、幼稚園教育に取り組んできた先生は、目の前の 0･
1･2 歳児の姿から、あるいは保育所の先生から、低年齢児の発達や保育のあり方を学ぶこ
とができる。保健･衛生･安全などへのきめ細やかな配慮なども学ぶことができる。  
逆に保育所の保育に取り組んできた先生は、学校教育として幼児教育の視点をもって取
り組んできた幼稚園の先生から遊びの教育的視点や実践検討の方法などを学ぶ機会にもな
る。認定こども園として新たな保育を創りだしていくための協同･創造が期待できる。  
②子どもの育ちを確実に引き継ぐことができる。  
 子どもは保護者の就労の変化等で園を変わる必要がない。同一園で育つ子どもは園の保
育教諭の間で引継ぎが行われ、必要な情報も常に伝えることができる状況が生まれる。特
に教育･保育を進める上で配慮を必要とする幼児の理解や支援の方法については確実な引
継ぎが可能になる。また、小学校との連携もし易くなると考えられる。  
 
4.1.3. 保護者の立場から 
①多様な保護者相互がつながり合う関係になる。  
 それぞれの子育てのあり方、生き方、仕事間をもつ保護者相互が地域の親としてつなが
り合うことになる。保護者相互の関係性が深まる。  
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②保育のあり方を園の職員と共に考える。  
 地域で育つ子どもを持つ保護者として先生と共に園の保育のあり方に向かい合い、園の
保育のあり方を共に考え創りだす関係になる。そこでは就労･非就労を含め、多様な保護者
の状況に配慮した保育が考えられることになる。  
 
4.1.4. 地域の子育て支援の役割から 
①認定こども園の役割として「地域の子育て支援」を行う。  
 施設の中に子育て支援センターが置かれ、専任の支援スタッフが配置されて、地域の小
さな子の遊び場として、また保護者相互の交流の場として、さらには子育て相談の場とし
て機能を果たすことが期待されている。子育てに不安をもつ保護者が増えているといわれ
る現代、認定こども園は未就園の子どもとその保護者を支え、安心して子育てのできる場
になるであろう。たとえ専任スタッフが配置できない場合でも、例えば毎週水曜日は自由
に園へ遊びに来てくださいとするなど、園庭を開放して地域の園として子育て支援に取り
組む姿勢が求められる。 
②保護者と共に子育てを考える。  
 園と家庭とが連携しあって共通理解のもとで子どもへ関ることで子どもは育つ。園で見
られた子どもの嬉しい姿を保護者に伝え、保護者からは家庭での様子や、子どもの心身の
状態を聞かせてもらうことを通して、子どもの安定した園生活が期待できる。子どもの保
育だけに埋もれることなく、時には保護者を支え、保護者と共に子どもの育ちを考えるこ
とが今後もますます求められる。  
 
５．研究のまとめ 
 長く続いた幼児教育･保育の二元化行政は一元化を目ざす過程で現在は三元化状態にな
っている。幼保連携型認定こども園は地域の幼児教育･保育を担う就学前教育･保育･子育
て支援のための総合施設である。現状としては全体の 1 割あまりであるが、現行の幼稚園･
保育所からの移行は確実に進んでいる。三重県の移行ペースは全国で最もゆっくりしてい
るが、それでも年々増加をしている。  
 本研究では移行をめぐる課題、移行後の保育の工夫等について主に園（園長･保育教諭･
子ども）、保護者･地域、行政の観点から検討を加え成果と課題を整理し今後の保育充実へ
の要点を示した。 
 認定こども園移行に伴う困難はあるが、移行の後には園運営の安定化が図られ、子ども･
保育教諭･保護者･地域の子育て家庭がそれぞれに新しい教育･保育･子育ての価値を見出す
ことにつながる。  
 
 
226
鈴鹿大学・鈴鹿大学短期大学部紀要 
人文科学・社会科学編 第 1号 2018 
田口 鉄久，保育の充実をめざした幼保連携型認定こども園運営の工夫論 
６．今後の課題 
 2017 年（平成 29 年）3 月、幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども
園教育･保育要領が改訂になった。いずれも保育の質向上を目ざしたカリキュラムマネジ
メントの重要性、幼児期の終わりまでに育ってほしい姿、子ども･保護者の多様性への配慮、
地域の資源を活用した保育等が共通に示されている。今後認定こども園における教育･保
育もこれらを着実に前進させていく姿を実践的に明らかにしたい。  
 
註釈 
１）聞き取り調査の日時、対象は以下の通りである。  
園名 聞き取り日 聞き取り対象 
A 平成 28 年 5 月 6 日（午前） 主に園長より、担当センター長同席 
B 平成 28 年 5 月 6 日（午後） 理事長及び園長 
C 平成 28 年 8 月 3 日（午前） 理事長（園長兼務）及び主任 
D 平成 28 年 8 月 4 日（午後） 園長並びに系列園園長 
E 平成 28 年 8 月 3 日（午後） 園長 
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Methods of Management for "Centers for Early Childhood 
Education and Care" Aiming to Improve Preschool 
Education 
 
Tetsuhisa  TAGUCHI 
 
Abstract 
This paper analyzes the transition from “kindergartens” to “Centers for Early 
Childhood Education and Care” (CECEC) based on interviews with the personnel of 
these educational establishments. The goal of these interviews is to understand the 
measures taken to facilitate the transition. The paper aims to give a general 
assessment of the successes as well as the difficulties encountered by the new CECEC 
in hope that it will help improve preschool education in general.  
 We were told that it was crucial to have the approval of parents and members of the 
community during the pre-transition phase. It was necessary to explain thoroughly the 
reasons behind this change during information sessions for parents and members of 
the community.  
 We also found out that CECEC have a good impact on preschoolers’ education, 
especially at age three. The new preschoolers are influenced positively by watching 
older children who have already experienced life in the CECEC: they develop a deeper 
interest in eating their meals, and they become toilet trained earlier. Preschoolers aged 
four and five are more empathic because they take care of children younger than 
themselves.  
 The main issue facing CECEC is how to take care of preschoolers aged three during 
the months of April and May. Some preschoolers (type 1) go home around 14:00, but 
others stay later (type 2). It is necessary to find ways to alleviate their psychological 
anxieties.  
 
Keywords： 
Centers for Early Childhood Education and Care (CECEC), preschool children type 
1/2/3, preschool teachers 
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